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２

（１）復旧事業にかかる人的強化

①復旧事業者の組織

・九州北部豪雨災害から復旧・復興を加速するため、国・県・市共に災害に特化した専門の部署を設置。

機関 設置部署 設置場所
職員

（人）

国

筑後川河川事務所 九州北部豪雨復興出張所

右記人数の他、筑後川河川事務所で赤谷に担当として工務課（工事発注等）

４人（課長含む）と河川の用地取得担当の用地課３人（課長含む）の職員が

従事している。

杷木支所3階 ２３

県 朝倉県土整備事務所 災害事業センター 朝倉総合庁舎内仮設庁舎 １１４

市

公共土木施設災害対策室 杷木支所1階 ２０

農林課内に農・林災復旧対策班 朝倉支所3階 ３２

農地改良復旧室 杷木支所2階 １０

総務部・農林商工部・都市建設部に特命部長 ３

1月末現在各部署に都道府県１８人、市町村２１人の派遣を受入 ３９

計 ２４１

令和２年１月末現在

※ 平成30年7月30日 総合政策課、福祉事務所及び防災交通課の復旧復興担当職員を集約し、復興推進室(9人)
を設置。



３

②他自治体等からの職員派遣

・受入状況：令和２年１月末現在

市長会 町村会 計

１，７５８ ２４８ ２，００６

（単位：人）【短期支援 （～H29.9.10）】

（単位：人）

２９年度 ３０年度 ３１（元）年度

受入人数 ６９ ５１ ４３

内訳 （福岡県） １３ １４ １６

（県内市職員） ３９ ２３ １７

（県外県職員） １ ２ ３

（県外市町職員） １６ １２ ７

【中長期派遣】



（２）農地・農業用施設の復旧（ため池は除く）

４

・実施状況：次の通り実施

（単位：箇所）（令和２年１月末現在）

※箇所数については査定箇所数、廃工は除く

・土砂が流入した平野部農地１１工区（１８４ｈａ）の工事は全て完了済。

・山間部農地、農業用施設については、５２９箇所で設計発注施工中。

事業 実施機関 箇 所 着手済 着手率 完了 完了率

農地

市（農林課） ４０５ １７８ ４４％ １０４ ２６％

県（農林事務所） ８ ６ ７５％ ４ ５０％

農業用施設

市（農林課） ２５３ ７４ ２９％ ３８ １５％

県（農林事務所） １０ ２ ２０％ １ １０％

【原形復旧】



（３）農地・農業用施設の復旧（区画整理型農地復旧事業）

５

・実施状況：次の通り実施

事 業 全体計画

農地改良復旧事業 １５

（令和２年１月末現在）

・河川沿い農地については、９河川・１５地区（１９換地区）の約２０９haにおいて、区画整理型の農地改良復旧を計画。

・区画整理の範囲や、河川・砂防等の復旧計画との調整を図りつつ、全１５地区で土地改良法に基づく手続きを行い、このうち１１地区は
R２年１月末日までに事業計画が確定。（併せて実施設計書に着手）

【区画整理型農地復旧イメージ】

区画整理前 区画整理後

【改良復旧】



（５）林道の復旧

６

・実施状況：次の通り実施

実施機関 箇 所 着手済 着手率 完了済 完了率

県（朝倉農林事務所） １１ １１ １００％ ８ ７３％

朝倉市（農林課） ５０ ３５ ７０％ ２０ ４０%

（単位：箇所）（令和２年１月末現在）

（４）ため池の復旧

〇県 ・規模が大きい７箇所を代行で担当。３箇所は工事完了、４箇所は工事中または契約済。

〇市 ・２９箇所のうち、２７箇所は工事完了。１箇所は工事中、１箇所は発注予定。

実施機関 箇 所 着手済 着手率 完了済 完了率

県（朝倉農林事務所） ７ ７ １００％ ３ ４３%

朝倉市（農林課） ２９ ２８ ９７％ ２７ ９３％

（令和２年１月末現在）（単位：箇所）

※箇所数については査定箇所数

※箇所数については査定箇所数、廃工は除く

・実施状況：次の通り実施

〇県 ・１路線（開設中に被災した高木線）を受託で担当（工事中）。

〇市 ・３５路線のうち、１１路線は工事完了。５路線は工事中、１９路線は他事業調整中

【原形復旧】

【原形復旧】

〇国 ・上記以外の併用林道４路線中、１路線は工事完了、３路線は工事中。



７

（単位：箇所）（令和２年１月末現在）

（６）治山施設の整備

事 業 箇 所 着手済 着手率 完了済 完了率

災害関連緊急治山事業（県） ２５ ２５ １００％ ６ ２４％

直轄治山災害関連緊急事業（国） ２１ ２１ １００％ ２０ ９５％

県（旧甘木市）と国（旧朝倉町、旧杷木町、国有林）で分担し治山施設の整備を実施。

〇国 ・５０箇所で直轄治山事業を実施。２７か所は工事完了、２３箇所は工事中。

〇県 ・３2箇所で治山事業を実施。７箇所は工事完了。２5箇所は工事中。※次年度計画箇所は調整中。

・実施状況：次の通り実施

被 災 後 復 旧 後（高木 疣目口）

事 業 箇 所 着手済 着手率 完了済 完了率

治山激甚災害対策特別緊急事業（県） ３８ 7 １８％ １ ３％

民有林直轄治山事業（国） １８６ ２５ １３％ ４ ２％

国有林直轄治山事業（国） － ４ － ３ －

〇H３０年度以降に新たに対応した事業



８

（７）河川の復旧

実施機関 箇 所 着手済 着手率 完成 完成率

県（朝倉県土整備事務所） ５５ ５５ １００％ ２７ ４９％

市（公共土木施設災害対策室） ８２ ７５ ９２％ ５１ ６２％

（令和２年１月末現在）（単位：箇所）

・実施状況：次の通り実施

※箇所数については査定箇所数

〇国 ・原形復旧区間の赤谷川上流部の工事については概ね完了。大山川については工事促進中。両原形復旧区間ともに令和１年度完了予定。

〇県 ・野鳥川、陣屋川、山見川、小石原川における原形復旧は、工事完了。

〇市 ・着手可能な河川を順次実施

被 災 後 復 旧 後
（林田 二十谷川）

【原形復旧】



９

（７）河川の復旧

〇国 ・権限代行（全国初）により赤谷川、乙石川、大山川の改良復旧等を実施。

〇県 ・９河川（佐田川、黒川、疣目川、桂川、荷原川、新立川、妙見川、北川、白木谷川）で改良復旧を実施。

〇市 ・平川、奈良ヶ谷川（通堂川）で改良復旧を実施。

被 災 後 復 旧 状 況

乙石川 乙石川

（松末 乙石：乙石川）

実施機関 河川数 実施状況

国（国土交通省） ３河川
護岸工事、仮の道路工事等を実施中。また、橋梁設計等引き続き実施
中。

県（朝倉県土整備事務所） ９河川 用地買収を伴わない箇所や用地取得済みの箇所から順次、工事着手。

市（公共土木施設災害対策室） ３河川
平川、奈良ヶ谷川：本工事に着手。
小河内川：直轄砂防にて整備する予定。

（令和２年１月末現在）・実施状況：次の通り実施

【改良復旧】
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（８）砂防施設の整備

・実施状況：次の通り実施

実施機関 箇 所 着手済 着手率 完成 完成率

県（朝倉県土整備事務所） １２ １２ １００％ ７ ５８％

〇県 ・原形復旧１２箇所のうち、７箇所は工事完了。５箇所は工事中。

（令和２年１月末現在） （単位：箇所）

（高木 黒松）被 災 後 復 旧 後

【原形復旧】

〇国 ・赤谷川流域３０渓流で直轄砂防事業（砂防堰堤等）を計画。
・７渓流で砂防堰堤本体工事中。その他の渓流については用地協議及び設計等実施中。

〇県 ・３４渓流で砂防事業（砂防堰堤等）を計画。そのうち、 １７渓流は工事中または契約済み。その他は国との協議や設計中等。
・９地区で急傾斜地崩壊対策事業（法面工）を実施。
そのうち、３地区は工事完了、６地区で工事中。

・３地区で地すべり対策事業を実施。３地区で工事中。
・寒水川で砂防流路の改良を計画。調査・測量・設計中。

【改良復旧】
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（９）道路の復旧

〇県 ・１１路線のうち５路線は工事完了。６路線は工事中。

〇市 ・ 施工可能な路線を順次実施。

実施機関 箇 所 着手済 着手率 完成 完成率

県（朝倉県土整備事務所） ８０ ７８ ９８％ ３９ ４９％

市（公共土木施設災害対策室） ２６０ １６７ ６４％ １１７ ４５％

（令和２年１月末現在）（単位：箇所）
・実施状況：次の通り実施

（久喜宮 上げ２号線）被 災 後

【原形復旧】

【改良復旧状況】

実施機関 路線数 実施状況

県（朝倉県土整備事務所） ２路線
・県道安谷赤谷線の改良復旧区間は工事完了。
・県道甘木吉井線の改良復旧区間は現在工事中。（一部完成）

〇県 ・県道甘木吉井線および安谷赤谷線の一部区間で改良復旧を実施。

復 旧後

（令和２年１月末現在）


